
『北川水系河川整備計画（原案）（国管理区
間）』をご覧いただき、「治水」「利水」「環境」

についての現状と課題をご理解され、どのような川

づくりを進めていくことになっているかを知ってい

ただき、ご意見をお寄せ下さい。



平成９年の河川法改正により、河川管理者は河川整備の長期的な計画の基本となるべき事項（河川整備基本方

針）と、今後概ね３０年間の具体的な河川整備に関する事項（河川整備計画）を定めることとなりました。また、

河川整備計画は、住民のみなさん、学識経験者、関係自治体の意見を反映して策定することとなりました。

これを受け、北川水系の国管理区間において「河川整備計画」を策定するにあたり、学識経験者で構成される会

議である「北川流域委員会」を設置し、北川の流域および北川の現状と課題にはじまり、北川の整備目標や整備内

容などについて、これまで9回にわたり多様な議論を重ねてまいりました。

このたび、国土交通省近畿地方整備局は、『北川水系河川整備計画（原案）（国管理区間）』を作成し、流域の

みなさんから幅広い意見を伺い、それらを踏まえてさらに計画内容を充実させます。

　北川の河川整備にあたっては、以下の視点に基づき実施します。

戦後、北川流域は、昭和28年9月の台風13号で堤防損壊193箇所、浸水家屋約4,080戸、同34
年8月の台風7号と9月の伊勢湾台風等においても大きな被害を受けています。また、国の管理がはじ
まってからも同47年9月の台風20号、同57年８月の台風10号等の洪水により大きな被害を受けて
います。
　近年においては、平成16年10月の台風23号の洪水により宅地や農地が浸水被害を受けました。

　

 上記施策の実施によって、遠敷川合流点から下流部では計画高水位以下で概ね1,400m
3
/sの流下能

力の確保が可能となります。



　●水取地区（0.0k～2.6k付近）
　　　：河床掘削
　●高塚地区（3.3k～4.3k付近）
　　　：河床掘削、
　　　　水位低下方策の実施

河川工事においては、濁水等の発生について
配慮し、河川環境への影響を軽減させます。



北川は堤防の一部を開口する霞堤により、普段は流域からの排水を容易にし、洪水時には上流で氾濫

した水を河川に戻す役割や、開口した部分から水が逆流して農地に一時的に洪水を貯留し、下流に流れ

る水の量を減少させるなどの効果を発揮しています。

この霞堤は現在も11箇所存在しますが、近年、霞堤の背後地*１)が開発され、農地が宅地化されたた

めに、浸水被害が発生している箇所が存在します。

霞堤の効果について流域住民の理解を得るよう関係自治体と協力し、適切な土地利用の維持を図りま

す。

*１)　背後地：堤防を挟んで、川と反対側にある、堤防によって洪水から守られている地域のことをいいます。

流域内の洪水時における河川情報や現地

映像を迅速かつ的確に収集するため、光

ファイバーケーブルの延伸、河川管理用カ

メラの増設を行います。それらより得られ

た情報を事務所ホームページにてタイム

リーに情報提供するとともに、携帯メール

による水文情報の提供の拡充を行います。

堤防として必要となる堤防断面形状を満たしていない場合はその確保を図ります。また、洪水時の浸

透・浸食に対しても、緊急性の高いところから堤防の強化を図り、安全性を向上させます。



北川は一級河川の中では流域面積が小さく、流量も少ない河川であり、扇状地形（地質）であるこ

とから、伏流*１)しやすく、瀬切れ*２)が発生しやすい川です。

*１) 伏流：地上の流水が、ある区間地下を流れることをいいます。

*２) 瀬切れ：降雨が少なく河川の流量が少なくなり、流水が途切れて河床が露出してしまう状態のことをいいます。

水利権の更新や変更に際しては、これまでと同様に水利用の実態や水需要を踏まえた適正な水利権

許可を行うとともに、今後新たに生じる水利用についても、関係機関と調整し、適正かつ多様な水利

用が確保されるよう努めます。

また、「北川水系水利用情報交換会」などで情報の共有、交換を積極的に行い、合理的な水利用等

についての意見交換や調整を図ります。

流水の正常な機能を維持するため、関係者や関係機関と調整、連携して水資源の有効利用を図り、

必要な流量の確保に努めます。

渇水時の対策を円滑に行うため、日常から関係者相互の水利

用や河川環境への理解を深めるため、「北川水系水利用情報交

換会」等を活用し、関係機関や水利使用者等と連携して、水の

融通を行うことにより渇水対策を強化し、水利用の調整を図り

ます。

渇水調整は、「北川水系水利用情報交換会」を活用し、共有

する情報の内容を充実させ、水資源の有効活用、合理的な水利

用の実現を図ります。

北川の渇水としては、近年では平成6年および平

成8年に渇水被害が発生しています。

特に平成6年は全国的な渇水で、北川でも水不足

となり、流域内では渇水被害を軽減するために水田

をつぶして地下水を掘るなどの対処をしてきまし

た。

今後は、このような事態に備え、河川水や地下水

の調査や管理が重要であり、今後、関係機関と連携

して適正かつ多用な水利用を確保する必要がありま

す。



　北川は多様な動植物の生息・生育・繁殖環境として重要な箇所です。一方、洪水の安全な流下の観点

国の管理区間内には13箇所の横断構造物が存在しており、水域上下流の縦断的連続性が阻害さ

れ、魚類等の遡上や降下に影響を与えています。

また、北川に流入する支川や水路においても北川の水面と大きな落差が生じている箇所があり、

河川・水路・田などの魚類等の移動の連続性が失われています。

国の管理区間上流端から丸山橋付近は、水際にツルヨシ群落、陸側にはオギ群落やヨモギ群落、

ススキやチガヤなどが見られます。魚類ではアカザやスナヤツメが広く生息しているほか、カマキ

リ、サクラマスなどの回遊魚が確認されており、瀬・淵が連続する礫河原となっています。しかし

府中頭首工下流ではみお筋の固定化が進み、瀬・淵が減少しています。

丸山橋付近から河口までは、ヨシ原や帯状のシオクグ群落などが見られ、塩性湿地環境となって

おり、浅場はシロウオ、シラウオの産卵場となっています。

からは河道整備が必要な箇所であるた

め、河床掘削にあたっては、掘削形状

を工夫することなどにより生物の生

息・生育・繁殖環境の保全に努めま

す。

なお、施工後には必要に応じてモニ

タリング調査を実施し、調査結果に応

じて改善を行うなど、順応的に対応し

ていきます。

また、地域住民等による河川環境モ

ニタリング等への支援を行い、モニタ

リング等により得られた調査結果を含

む環境情報については、ホームページ

等で公表するとともに、住民等が情報

を収集しやすい環境を整備します。

北川に設置されている魚道等については、NPOや関

係機関等と連携し、支川も含めた水量や水質等の環境

や上下流の連続性の実態調査を進め、住民や学識経験

者等の意見を踏まえながら施設管理者に効果的な魚道

の設置・改善指導を行います。

また、施工後には必要に応じてモニタリング調査に

より効果を検証し、結果に応じた改善指導を行うなど

順応的に対応していきます。



北川に流入する水路等の合流点において、魚類等が北川との移動に支障のある施設については、今

後、NPOや関係機関等と連携し、水量や水質等の環境の実態を調査・把握し、住民や学識経験者等の

意見を踏まえながら効果的な魚道の設置や樋門・樋管の改築について指導を行います。

また、施工後には必要に応じてモニタリング調査により効果を検証し、結果に応じた改善指導を行

うなど順応的に対応していきます。

堤防や護岸については、治水機能が保全されるよう維持管理を行うものとし、河川工事において

は、濁水等の発生について配慮し、河川環境への影響を軽減させます。

河道内の樹木で治水上支障となるものについては、河川環境に配慮しつつ、災害防止の観点から適

正な対策を図ります。なお、発生する草木等の処理方法については、他の河川事例も参考にしなが

ら、新たな技術導入を検討し、コスト縮減を図るように努めます。

また、定期的な河川縦横断測量や出水後の巡視等により、河道の状況を把握し、河川に求められる

機能の維持を図ります。

自治体や地域住民による河川清掃活動等を支援し、住民等との協働による維持管理を進めます。ま

た、地域住民等からの情報収集を行い、地域の声をいかしていく環境を整備します。

　河川環境に関する啓発活動については、地域や関係機関と連携を深めます。



　『北川水系河川整備計画（原案）（国管理区間）』に関する資料および流域委員会に関する情報

については、下記のホームページおよび関係機関にて公開しております。

みなさんからのご意

見の受け付けに関しま

しては、住民意見交換

会会場での口頭による

受け付け、本パンフ

レット添付はがき、イ

ンターネットによる受

け付けなどを行いま

す。

なお、電話でのご意

見の受け付けは行いま

せんので、ご了承願い

ます。

福井河川国道事務所 検索


